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完全雇用余剰の計測持
? ?
雄
はじめに
従来から，財政政策の効果を 1次元の要約された尺度（summurymeasure) 
ないしは指標によって把握する財政分析が，いくつかの国で行われているoた
とえば，アメリカにおいては完全雇用余剰（full-employmentsurplus）ないし
は高雇用余剰としづ概念が，すでに1940年代後半に政策運営上の指針として提
案されており，また1962年以降，大統領経済諮問委員会の年次報告書の中に記
載され，現実の政策運営にもいかされている。西ドイツにおいては，経済専門
家委員会（Sachverstandigenrat；五賢人委員会と呼ばれる。〉が毎年，景気中立
的予算を推計し，これをもとに景気に対する予算の刺激効果を政府に報告して
いる。また，オランダにおいても，構造的予算政策と呼ばれる一種の長期的な
財政のわく組が採用され，それに関連して BudgetImpulseと呼ばれる財政分
析が行われている。
こうした summurymeasureによる財政分析の最大のメリットは，分析手法
＊本稿は，日本財政学会第38回大会伎を横浜国立大学，昭和56年11月14～15日〉におい
て筆者が行った報告に基づいている。当日，予定討論者として貴重なコメントを寄せ
られた水野正一教授（名古屋大学〉に記して感謝する。
なお，本計測は，筆者が経済企画庁経済研究所（システム分析室）の客員研究員と
して行った作業の中間結果をまとめたものであるが，本稿は筆者個人の見解であるこ
とをお断りしておく。
(1) The Committee for Economic Development 〔1)，石（24）を参照せよ。
(2) J. Lotz〔13),T. F. Dernburg〔17),S. K. Chand〔1むを参照せよ。
(3) ]. Lotz〔13),D. A. Dixon〔14),H. Burger 〔16),S. K. Chand Cls:1を参照せよ。
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が簡単で一般大衆にも理解されやすいということであるが，その反面，後述す
るように問題も含んでいる。一方，大規模なマクロ計量経済モデ、ルを構築し，
これによって財政政策の効果を推計する手法がある。この手法は，計量経済学
の発展とともにますます精織化されているが，しかし近年，モデ、ルの大規模化
が必ずしも予測の正確さにはつながらないなど，この手法にも問題があると言
われているo したがって，両方の手法を相互に補完的に用いることが，現在の
状況では望ましいと考えられる。
我国では，完全雇用余剰などの summurymeasureについて外国の事例は時
々紹介されているものの，実際に我国を対象に計測した例はきわめて少ない。
そこで本稿では，我国の高度成長期以降の完全雇用余剰を推計しまた，これ
をもとに我国の財政運営についても若干の考察を加えることにする。
以下，次節で、は完全雇用余剰概念について概略をまとめ，第E節では推計の
大まかな手順を，第百節では推計結果を検討する。なお，個々の推計式は附録
にまとめである。
Il 完全雇用余剰概念について
予算の景気効果を知るもっとも簡単な指標は，各年の予算収支の規模であ
るO しかしよく知られているように，現実の予算収支は財政政策の裁量的効
果だけでなく，そのときどきの経済活動水準も反映している。財政政策の指標
として適切であるためには， この後者の内生的効果を取り除かねばならない
が，そのための 1つの方法として，経済活動水準をある水準に固定することが
考えられる。この基準となる経済活動水準を完全雇用時の国民所得水準とし
そのもとで計算される予算余剰が，完全雇用余剰である。
完全雇用余剰の経済的意味付けは，次の通りである。閉鎖経済を仮定すれ
ば，生産物市場の均衡条件は
（叫経済企画庁（28), 〔29），新保〔22），野口（23）等がある。
(5) W. H. Oakland ( 9) 
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I十G=S+T
であるo ここで， Iは投資， Gは政府支出， Sは貯蓄， Tは税収である。とく
に，経済が完全雇用水準にあるためには，次式が成立しなければならない。
11-S1=T1-G1三三完全雇用余剰
ここで，添字fは経済が完全雇用状態にあるときの各変数の値を示す。すなわ
ち，完全雇用が達成されるためには，完全雇用国民所得水準における民間部門
の貯蓄投資差額 CI1-S1）が完全雇用余剰に等しいことが必要である。もし民
間部門の貯蓄投資差額が完全雇用余剰よりも大きければ CI1-S1>T1-G1),
インフレ・ギャップが生じて物価に上昇圧力が加わり，また逆の場合には，デ
フレ・ギャップが生じて，所得水準に下方圧力が加わることになる。見方を変
えれば，完全雇用余剰が大きくなればなるほど，完全雇用を達成するために
は，より大きな民間部門の貯蓄投資差額 CI1-S1）を必要とする。したがって
完全雇用余剰が大きくなるということは，経済に対して引締的な効果を与え，
逆に小さくなれば，拡張的な効果をもつことになり，完全雇用余剰は財政が経
済に与える効果の要約された尺度として意味をもっO
完全雇用余剰は過去の財政政策の運営を評価するための手段として，あるい
はまた，完全雇用達成のための政策運営の指針として利用されているが，この
概念には次のような問題があることも指摘されている。
第 1の問題点は，完全雇用余剰概念では完全雇用国民所得水準のみが問題と
されて，予算の構成については無視されていることである。均衡予算乗数の議
論で知られているように，予算の構成の変化は総需要に影響を与える。完全雇
用余剰のこの欠点を除くために，予算の各構成要素が民間需要に与える効果を
ウエイトとして，完全雇用余剰の各構成要素を加重平均する（weightedfull-
employment surplus）ことが提案されている。
(6) A. M. Okun and N. H. Teeters〔12),J. Lotz〔13),D. A. Dixon〔15),s. K. 
Chand〔18コ
(7) しかし A.M. Okun and N. H. Teeters (12）は，ウェイトを付けても付けなく
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第2に，成長経済においては，完全雇用税収が経済成長に伴って増加するた
めに，裁量政策に変更がなくとも，完全雇用余剰は自動的に増加する。したが
って，異時点聞の予算の効果の比較という動学的な文脈においては，完全雇用
余剰は，現実の予算余剰と同様に自動的効果を含むことになる。
第3の問題点は，物価水準の取り扱い方である。通常，名目の完全雇用GN
Pは，実質の完全雇用GNP（の推計値〉に現実の物価水準 （GNPデフレー
タ〉を掛けて計算される。以下の推計においてもこの手法を踏襲するが，もし
現実の実質GNPが完全雇用時のそれよりもかなり低ければ，実際に完全雇用
が達成されたときには，物価水準は現実の値よりも高くなるだろう。このとき
には，推計された完全雇用余剰は，実際に完全雇用が実現したときの余剰に比
べて，過小評価される可能性が大きし、。したがって，完全雇用余剰はあくまで
も仮想的なものであり，完全雇用が実現したときの予算余剰とは異なることに
注意する必要があるO このことは，完全雇用余剰を将来の政策運営の指針とし
て，いわゆる fullemployment adequacyを判断する基準として用いる場合に，
注意、しなければならない。
これら以外にも，完全雇用時の所得分配の推計における怒意性も問題点とし
てあげられている。さらに，完全雇用余剰を中期的な財政政策の動向の指標
としてではなく，短期的な景気対策の指標として捉えることに対する批判もあ
る。
以上のように，完全雇用余剰については，その推計の際の諸仮定や，その利
用の仕方について多くの議論がある。しかし，その最大のメリットは，一般大
とも，その差はあまり大きくなく，ウェイトの推計に関する議論を避けるためにも，
ウェイトを付けない方が実践的であると主張している。
(8) 実際問題としては，物価水準の上昇に伴って，歳出も増加するので，この過小評価
は多少，緩和されると思われる。 D.A. Dixon〔15コを参照せよ。
(9) 現実の経済活動水準が完全雇用よりも大きく低下している状況では，完全雇用余剰
の大小関係と現実の所得水準における予算余剰の大小関係が逆転する可能性がある。
D. A. Dixon (15）を参照せよ。
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衆にも比較的理解されやすいとし、う教育的効果にある。
E 推計の手順
( 1) 推計の前提
以下の完全雇用余剰の推計において，分析の対象とする政府の範囲は，国の
一般会計と国民経済計算上の一般政府である。 summurymeasureとして完全
雇用余剰を取り上げる際には，とくに我国で、は財政投融資の操作が景気対策の
重要な手段となっていることを考慮すると，公的企業も含めた国民経済計算ベ
ースの全公共部門を対象とする方が望ましいと考えられる。しかし財政投融
資を含める場合，その原資の取り扱いが難しく，今回の推計では一般政府に限
定することにした。また，昨今，財政再建が広く論議されているところであり
構造的赤字を示すものとして，国の一般会計の完全雇用余剰も推計した。
推計期間は，一般会計が昭和35年度から54年度まで，一般政府はデータの制
約から45年度から54年度までであるO
推計に当つての前提として，第1に， GNP等の所得関連のデータは年次デ
ータを，また歳出，歳入のデータは年度デ｛タを用いる。これは，税収のうち
最大のウエイトを占める所得税の課税標準が歴年所得であるることを考慮した
ためである。
第2に，前にも述べたが，実質変数を名目変数に変換するときに用いる物価
水準は，現実の値〈実績値〉を用いている O
第3に，完全雇用時の歳出は，一般会計の場合，地方交付税交付金と失業対
策費のみを調整し，その他の歳出はすべて裁量的と仮定して，一定とする。一
般政府の歳出は，すべて歳量的と仮定する。現実には，たとえば公務員給与の
ように，実質所得の上昇に伴ってほぼ自動的に上昇すると考えられる歳出項目
がある。また，社会保障の給付水準の上昇も考慮すべきかもしれなし、。しか
(10) 一般政府は国の一般会計の大部分，特別会計の約半数，地方の普通会計と公営企業
会計の一部，社会保障基金等からなり，公的企業が除かれる。
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し，具体的にどの程度の自動性を想定するかについては，怒意、的にならざをる
(l) 
得ないので，ここでは上述の仮定をとることにした。
(2）推計の手順
個々の推計式の詳細については，附録に譲ることにし，ここでは推計の大ま
かな手順について述べることにする。
図1に示されるように，推計は大きく 3つのブロックに分けて行われる。第
1のブロックは，完全雇用GNPを始め，完全雇用時の個人所得，法人所得
等，完全雇用余剰を推計するための基礎データを推計するものである。第2'
第3のブロックは，それぞれ一般会計の完全雇用余剰と一般政府のそれを推計
する。
第1ブロックでは，まず初めに実質GNPを被説明変数とするGNP生産関
数を推計する。ここでは，基本的には，資本，労働，エネルギーを生産要素とす
ω 
るコブ＝ダグラス型の生産関数を仮定している。最終的な説明変数は，総実労
働時間指数，就業者数，製造業稼動率指数，民間資本ストック，原油輸入価格
指数， GNPデフレータ，ヴィンテッジ指数等である。
完全雇用時の実質GNPは， GNP生産関数の回帰式に，図1の一重のわく
の中の変数については実績値を，また二重のわくの中の変数については別途に
推計した完全雇用時の値を代入することによって求める。名目の完全雇用GN
Pは実質値にGNPデフレータの実績値を掛けて求めるO
次に，完全雇用時の個人所得，法人所得を推計するために，まず，現実の名
目GNPに対する現実の個人所得と法人所得の比率〈以下では，分配率と呼
む1）野口〔23）は，推計に当って歳出の増加も考慮している。
（ロ） エネルギー要因を考慮、した生産関数については， R.H. Rasche and J. A. Tatom 
〔19),J. A. Tatom〔20）を参照せよ。我国についての推計では，鈴木＝竹中〔25),
日本銀行〔26）を参考にした。
(13) 個人所得＝雇用者所得＋対家計民間非営利団体財産所得＋家計財産所得十個人企業
所得
同法人所得E 配当控除前民間法人企業所得＋民間法人企業在庫評価調整額
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図1 推計の手順
口実績値目完全雇用時
〔1〕完全雇用GN P等
動率、労働力率、労働時間指数、就業者数
完全雇用時変化額
-328ー
-477ー
ぶ〉をGNPギャップ〈＝（完全雇用実質GNPー 現実の実質GNP）／完全雇
用実質GNP×100）などで説明する回帰式を推計するo 次に，この回帰式で
GNPギャップにゼロを代入して，完全雇用時の分配率を推計し，これに完全
雇用名目GNPを掛けて，完全雇用時の個人所得と法人所得を推計する。
一般会計の完全雇用余剰を推計する第2ブロックでは，まず歳入面では所得
税，法人税，酒税，揮発油税，物品税，専売納付金について，また歳出面では
地方交付税交付金と失業対策費について，完全雇用時の収入額ないしは支出額
を推計し，現実の値との差額を求める O 現実の一般会計余剰額にこの差額〈完
全雇用時変化額〉を加えて，一般会計の完全雇用余剰を推計する。
現実の一般会計余剰は，
歳入総額一公債金収入一歳出総額
によって求めるO 歳入総額の中に含まれる前年度剰余金受入額は，各時点にお
いては所与であるが，過去の景気動向を2年のタイム・ラグをおいて反映して
いるものであり，経済から財政に向けての自動的効果とみなすこともできる。
そこで，歳入総額から公債金収入とともに前年度剰余金受入額も控除したもの
を一般会計余剰と定義した場合についても，推計を行った。
第3ブロックの国民経済計算上の一般政府の完全雇用余剰の推計に当って
は，歳入面で所得税，その他の直接税，関税を除く間接税，関税，社会保障負
担について完全雇用時の収入額を推計するが，歳出面については調整を行わな
い。したがって，一般政府の完全雇用余剰は，その現実の値に各租税及び社会
保障負担の完全雇用値と実績値との差額を加えたものになる。
(15) 法人税には会社臨時特別税，日本銀行券発行税も含まれる。
制 国民経済計算上の所得税には，所得税の他に法人税，道府県民税，市町村民税など
が含まれる。
（町一般政府の完全雇用余剰は，
（経常受取一経常支払〉＋（固定資本減耗等〉ー（総固定資本形成十土地の購入（純〉〉
によって求められる。経常受取は税及び税外負担，社会保障負担等からなり，経常支
出には政府最終消費支出，社会保障給付等が含まれる。上式の第1項が貯蓄であり，
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W 推計結果
以上の仮定及び推計方法によって得られた主な結果について検討する。
c 1) 完全雇用 GNP等について
表1及び図2は，完全雇用余剰推計の基礎となる現実及び完全雇用時の実質
GNPを示しているO 図表から明らかなように，昭和44,45年を除く他の年次
表1 完全雇用 G N P 等
一~I~ N i!I拍手口｜内｜間四｜開
昭和33年（度〉 34, 724 37,629 - 7.72 122 
34 37,881 41,235 - 8.30 102 
35 42,852 45,401 - 5.61 218 355 
36 49,057 50,597 - 3.04 462 556 
37 52,500 56, 119 - 6.45 391 651 
38 57,994 61, 742 - 6.07 187 481 
39 65,615 67,622 - 2.97 136 379 
40 68,992 73,422 - 6.03 - 147 279 
41 76,325 79,567 - 4.07 - 573 - 108 
42 84,567 86,648 - 2.40 - 523 - 254 
43 95,319 95,544 - 0.24 - 339 - 233 
44 107,035 105,834 1.13 - 221 - 248 
45 117,591 117, 077 0.44 - 76 。1,394 1,612 
46 123, 104 126,714 - 2.85 - 777 - 505 482 1,415 
47 134, 147 136,546 - 1. 76 - 1, 088 - 947 244 850 
48 145,977 148,015 - 1.38 218 128 2,427 3,432 
49 144, 116 152,879 - 5.70 - 881 298 75 4,146 
50 147,655 165,543 -10. 81 - 4, 668 - 1, 722 -5, 515 4,096 
51 155,502 169,733 - 8.38 - 6, 590 - 3, 586 -5, 967 2,327 
52 163, 752 175,379 - 6.63 - 9, 180 - 6, 426 -7, 738 -185 
53 172, 133 183,644 - 6.27 -11, 900 - 9, 290 -8, 571 -3, 220 
54 181,741 189,627 - 4.16 -13, 383 -11, 581 -9, 742 -5, 331 
（注〉 実質GNP，完全雇用実質GNP,GNPギャップは年次，他は年度である。
GNPギャップの単位はパーセント，他は10億円である。計算方法については，
附録参照。
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図2 現実の実質GNPと完全雇用GNP
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図3 GNPギャップと実質GNP成長率
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において，完全雇用GNPの方が現実のGNPよりも大きし、。両者の差を完全
雇用実質GNPで割ったGNPギャップは図3に示されているが，これによる
と昭和50年に－10.8%と計測期間中最大のギャップを示しているo 図3には実
質GNPの成長率〈実績値〉も描かれている。両者は，大体同じパターンを描い
ているが，実質GNPの成長率が49年に最低（－1.2%）となった点が異なる。
完全雇用実質GNPの成長率を計算してみ 表2 実質GNPの潜在成長率
ると，表2の通りであるo ほとんどの期間に
おいて，平均成長率は実績値の方が完全雇用
GNfの成長率〈潜在成長率〉よりも大きし、。
また，オイル・ショック後には，現実の成長
率と同様，潜在成長率も高度成長期の半分程
度に低下している。
(2) 一般会計完全雇用余剰
図4は，一般会計の現実の余剰と完全雇用余
期 間 ｜ 潜在成長率
昭和34～38年 10. 6 (11. 2) 
昭和39～43年 9.0 ( 9.8) 
昭和44～48年 8. 7 ( 8.1) 
昭和49～54年 4.4 ( 4.7) 
昭和33～48年 9. 6 (10. 0) 
昭和50～54年 3. 5 ( 5.3) 
（注〉 各期間の平均成長率（年
率，%）を示す。（〉内は実
績値である。
剰の絶対額の推移を示している。初めに実績値の推移をみると，昭和39年度ま
では一般会計は黒字であり，いわゆる均衡予算時代が続く。しかし40年度には
赤字となり，戦後初めて公債〈赤字国債〉が発行された。その後48年度を除き
54年度まで赤字が続いているが，とくに49年度以降，急速に悪化し， 54年度の
赤字額は約13兆4,000億円であるO
他方，完全雇用余剰額がマイナス（赤字〉となるのは41年度からである O そ
の後48,49年度にはプラスとなったが， 50年度から急速に悪化している。
完全雇用余剰がマイナスになるということは，景気が回復しでも予算は赤字
であるということを意味するO したがって，完全雇用赤字は構造的赤字を示
す。また，図4の実線と点線の聞の垂直距離は， ビ、ルトイン・スタピライザー
これに第2項を加えたものが資本調達となる。これから第3項の資本的支出を差し引
いたものが，貯蓄投資差額である。したがって，以下では一般政府の完全雇用余剰と
貯蓄投資差額は同じ意味で用いる。
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図4 一般会計余剰
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54年度
による減収分を示してし、る。たとえば昭和54年度には，一般会計の赤字額約13
兆4,000億円のうち，約11兆5,000億円が構造的赤字であり，不況による減収分
は約1兆9,000億円である。
図4は一般会計の完全雇用余剰の金額の推移を示しているが，我国のように
高い経済成長が長期にわたって続き，また物価水準も継続的に上昇している状
況では，余剰額が同じでも民間経済に与える影響は異なる。そこで各年度の
余剰額を各年次の完全雇用GNPで割って，一種の基準化をしたのが図5であ
る。
まず，実績値の推移をみると， 36年度をピーク（2.3%）に， 41年度を谷〈ー
1.2%）に急速に低下し， 42年度から45年度にかけて回復した。その後46,47 
年度に悪化し， 48年度に一時回復したものの， 49年度から再び急激に悪化して
(18) ただし GNP比をとることによって，経済成長による自動的増加のすべてが除去
されるわけではない。 D.A. Dixon (15コを参照せよ。
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図5 一般会計余剰の対完全雇用名目GNP比
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いる。
他方，完全雇用値の推移は3つの期間に分けてみることができる。第1期は
36～40年度で，この期間中，完全雇用余剰の対完全雇用GNP比はプラスの値
をとっているが， 36,37年度の約2.8%から40年度の0.8%へと次第に低下して
いる。 41～47年度の第2期では－1.0%前後で安定した推移を示しているO 48 
年度以降の第3期では， 49年度の0.2%をピークに急速に悪化し， 54年度には
-s.2；広まで低下している。
図5を図4と比較すると，均衡予算時代と呼ばれた39年度以前の期間にお
いて，完全雇用余剰の低下傾向が一層明瞭にあらわれている。また，近年の財
政悪化のスピードがこれまでになかったほど急激であることが，完全雇用GN
Pとの比率でみてもわかる。
図4, 5では，余剰額を定義する際に，歳入額の中に前年度剰余金受入額を
含んでいる。前述のように，前年度剰余金受入額は当該年度にとっては所与で
あるが，過去の景気の動向からの自動的効果が含まれる。そこで歳入総額から
前年度剰余金受入額を控除して，一般会計余剰の対完全雇用GNP比を描いた
ものが，図6の調整後の数値であるo図6には前年度剰余金の調整をしなかっ
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図6 一般会計余剰の対完全雇用名目GNP比（前年度剰金金調整後〉
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たときの完全雇用余剰の比率も描いてあるが，調整前後の数値を比較すると，
おおよその傾向は同じである。しかし，昭和37,39, 49年度の 3カ年について
は，完全雇用余剰比の前年からの変化方向が異なっている。これについては後
で検討する。
図7は完全雇用余剰の対完全雇用GNP比をGNPギャップ， GNP成長率
と対比させたものである。一般的に言って，もし補整的な財政政策が採られて
いたならば， GNPギャップの拡大（縮小〉と完全雇用余剰の減少（拡大〉が
対応するはずであるO こうした観点から図7をみると，前年度剰余金調整前の
場合，第1期（36～40年度〉では上述の対応関係は全くみられない。第2期
(41～47年度〉には，完全雇用余剰比とGNPギャップは同方向に動く傾向が
みられるが，タイム・ラグがある。第3期（48～54年度〉では， 49年度及び51
年度以降，上述の対応関係と逆に動いているO
以上の結果から戦後の我国の裁量的財政政策の動向を評価することは危険で
あるが，少くとも均衡予算時代（第1期〉については，財政政策は景気対抗的
ω 本推計では年次（度〉データを用いているので，政策のタイミング，タイム・ラグ
について十分な分析はできない。また，他の政策手段とくに金融政策の動向と合わせ
て検討することが必要である。
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図7 一般会計余剰の対完全雇用名目GNP比とGNPギャッフ
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には用いられなかったとしづ通説が，ここでの分析でも追認されるO
前年度剰余金調整後では，第1期に上述の対応関係に合う波動がみられる
が，第2期は調整前と同様な動きを示し第3期も49年度を除き調整前と同じ
である。
かつて，前年度剰余金が安定化機能を持っているかどうかとし、ぅ議論があっ
差。図6でこの問題を考えてみると， 37,39, 49年度については，調整後の方
が上述の関係に合った動きを示しているO たとえば37年度は，裁量政策として
は前年度に比べて拡張的な方向に向っているにもかかわらず，剰余金受入額が
前年度より増加しているため，全体としてはより引締的方向に作用しているO
49年度も同様であり，逆に39年度は，裁量政策として引締的になっていたにも
かかわらず，剰余金受入額が前年度よりも小さかったので，全体としてはより
拡張的方向に作用したO したがって，これらの年度については，前年度剰余金
側たとえば，藤田〔2nを参照せよ。
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は不安定化要因として作用したと考えられる。
(3) 一般政府完全雇用余剰
一般政府の完全雇用余剰すなわち完全雇用貯蓄投資差額は，一般会計の完全
雇用余剰と全く同様にして図8から図10に示されている。その推移は一般会計
の完全雇用余剰とほとんど変わらないので説明は省略するが，金額ベースでマ
イナスとなったのは昭和53年度からであり，またピークを昭和50年度に迎えて
いる〈図8）点が異なる。ただ，完全雇用名目GNPに対する比率でみれば，
一般会計と同じく，昭和48年度にピークを迎え，その後悪化している（図9）。
V おわりに
本稿の第1の目的は，高度成長期以降の完全雇用赤字を推計することであっ
た。高度成長期と最近の状態を比較すると，完全雇用赤字によって示される構
造的赤字がきわめて大きいことが理解される。
図8 一般政府貯蓄投資差額 図9 貯蓄投資差額の対完全雇用名目GNP比
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貯蓄投資差額比ギャップとGNP
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第2の目的である財政政策運営の評価については不十分であり，今後改善す
べき点がし、くつか残されているO これらを列挙すると，第1に，公的企業を含
む公共部門全体を分析の対象とすることがあげられる。第2は物価水準の取り
フィリップス曲線の導入が考えられる。第3として，歳扱いについてであり，
出の中に含まれる自動的な要素の問題を解決しなければならなし、。第4には，
四半よりきめの細し、分析にするためには，ウェイト付けの問題があるO また，
期ないしは半期データによる分析の方が望ましいだろう。これらの問題点につ
いては，今後改善することにしたい。
推計方法と推計式附録
国民経済計算
それ以前ののデータは昭和40年以降（一部は45年以降〉しか存在しないので，
数値は旧国民所得統計データの成長率をもとに作成した。
以上の回帰分析は，通常の最小2乗法によって行った。また，
〔u 完全雇用 GNP等
1-1 生産関数
-487ー
( 1) ん（XR/WS・WH）＝ー3.421292+0. 059152Tー 0.038994 (T・DM50)
( -26. 79) (6. 85) (-6. 32) 
十O.832462DM50+0. 211795ln(ST・RD/WS ・Wペ百〉
(6.29) (2.73) 
-0. 037432ら（PO/PX)+1. 024301 V 
( -2. 51) (3. 10) 
R2=0. 9992, D. W.=l. 42 
計測期間：昭和33年～昭和54年， P ：自由度修整済決定係数， （ 〉内は t
値， D.W.；ダーピン・ワトソン比
XR：実質GNP(lO億円）， ws；就業者数（1,000万人）， WH；総実労働時
間指数（サービスを除く全産業，昭和50年＝100), T：タイム・トレンド〈昭
和30年＝l),DM50；ダミー（昭和50年以降＝l, 49年以前＝O),.ST；民間資
本ストック（取付ベース，期末期首平均，昭和50年価格， 10億円）， RD；製造
業稼動率指数（昭和50年＝100),v；ヴィンテッジ指数（過去3カ年の民間企
業投資の合計を資本ストックで割ったもの）， PO；原油輸入価格指数（昭和50
年＝100),PX; GN Pデフレータ
上式のダミーは，昭和50年以降技術進歩率が低下したと想定して，変数に加
えた。これによって，ダーピン・ワトソン比が0.9台から1.42へと改善された
が， 50年以降の成長率が低くなりすぎているので，将来予測に用いるのは問題
がある。
完全雇用GNP(XRF）は上式の RD, WS, WHに完全雇用時の推定値
RDF, WSF, WHFを代入して求めるO その他のものは実績値を代入する。
完全雇用時の稼動率として，過去の年次最高値133.4（昭和44年〉を採用する。
1-2 完全雇用就業者数 （WSめ等
我国の労働市場の特色として，最気の変動に対して失業率は敏感に反応しな
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ω 
いこと，また労働力率が変化することが指摘されているO そこで，まず労働力
率 （RWA；労働力人口／15才以上人口〉の回帰分析から行う。
( 2) RWA=68. 06699ー 0.698610T +0.01320T2ー 0.038099RD
(65. 54) ( -13. 34) (7. 18) (3. 75) 
R2=0.9779, D. W.=1.02 
計測期間：昭和31年～昭和54年
(2）式の RDに RDFを代入して完全雇用時の労働力率 （RWAめを求
め，これを次式に代入することによって，完全雇用時の就業者数 （WSめを推
計する。
( 3) WSF=RWAF・WA(l-RUF/100)
WA; 15才以上人口， RUF；完全雇用失業率（過去の年次最低失業率＝1.14
%，昭和42,43年〉
完全雇用総実労働時間指数 （WHFラは，次式の RWAに RWAFを代入
して求める。
( 4) WH= -14. 52739+2. 502834T-0.188072T2+0. 003808T3十 1.771851 
( -0. 49) (7. 52) ( -8. 16) (6. 68) (4. 31) 
RWA, R2=0.9725, D. W.=1.47 
計測期間：昭和31年～昭和54年
完全雇用名目 GNP(XN.めは， XRFに現実のGNPデフレータ（PX）を
掛ける。
(5) XNF=XRF×PX 
また， GNPギャップ（XG）は
( 6) XG= (XR-XRF)/XRF×100 
で定義される。
ω たとえば，不況になると，それまで就業者であった者が失業者ではなく，非労働力
人口の中に移動し，好況になると非労働力人口から労働力人口へと移動することをし》
う。島田他（27）を参照せよ。
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1-3 個人所得，法人所得
個人所得 （YP,10億円〉の分配率は
(7) YP/XN=0.683362ー O.004848XG+O. 039371・DM48
(207. 52) (-6. 50) (8. 51) 
R2=0. 9224, D, W.=l. 70 
計測期間：昭和35年～昭和54年， DM48；ダミー〈昭和48年以降＝l,47年以
前＝O)
となり，完全雇用個人所得は（7）式で XG=Oとおき， XNにXNF代入し
て求める。
( 8) YPF= (0. 683362十0.039371・DM48)XNF
法人所得（YC;10億円〉の分配率は
( 9) YC/XN=0.167657+0. 006111XG+ O. 001062PWG-O. 002022T 
(24. 79) (8. 60) (3. 55) (-4. 79) 
R2=0.8256, D. W.=l.80 
計測期間：昭和35年～昭和54年， PWG；卸売物価指数（昭和50年＝100）の対
前年上昇率
完全雇用法人所得（YCめも個人所得と同様にして，
(10) YCF= (0.167657+0.001062PWG-0.002022T)XNF によって求める。
〔2) 一般会計完全雇用余剰
以下の税収の推計では， 53年度に行われた会計区分の変更の影響は， 54年度
ベースに変換して除去してある。また税収は年度データ，所得等は年次データ
である。
2-1 所得税 （TYP,10億円〉
(11) TYP=252. 0910十0.121904・YP-4.313994TYMー 0.027633YP • DM 
(2. 81) (18. 12) c -9.07) cー6.41)
49+2044.646DM49, R2=0.9972, D. W.=l.75 
(4.05) 
計測期間：昭和30年度～昭和54年度， TYM；課税最低限（標準世帯，初年度
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ベー ス，千円）， DM49；ダミー（昭和49年以降＝l, 48年以前＝O)
完全雇用所得税収 （YPめは（11）の ypに YPFを代入するO
2-2 法人税（TYC, 10億円〉
(12) TYC=32. 0391+0. 500225PTC・YC+0.227754RTC_1 ・YC_1 +61.93794 
(0.36) (10.39) (3.51) (7.03) 
T・DM49, R2=0.9879, D. W.=1.67 
計測期間；昭和31年度～昭和54年度， RTC；法人税率〔標準税率〉，添字の
-1は前年を示す。
完全雇用法人税収 （TYCF）は (12）の YCに YCFを代入する。
2-3 間接税
酒税 （TI1, 10億円〉の回帰式は
(13) Tl1=105.0924+0.004649XN-6.972232PCG 2十10.9998T 
(5. 62) (15. 64) （ー 3.29) (3.91) 
R2=0. 9912, D. W.=1. 53 
計測期間：昭和30年度～昭和54年度， PCG2；消費者物価指数（酒類，昭和
50年＝100）の対前年上昇率
完全雇用酒税税収（TllF）は（13）の XNに XNFを代入する。
揮発油税 （TI2, 10億円〉は
(14) TI 2= -14. 24756十0.004075XNー O.734504PW 1+128. 1914 DM 51 
(-1.16) (15. 33) (-2. 74) (8. 98) 
+ 199. 4830 DM 51+199. 4830 DM 54十14.26877T 
(12.83) (12.83) (9.44) 
R2=0. 999, D. W.=2. 06 
計測期間；昭和30年度～昭和54年度， PWl；卸売物価指数（石油・石炭同製
品，昭和50年＝100),DM51；ダミー（昭和51年以降＝l,50年以前＝0),DM 
54；ダミー（昭和54年以降＝l,53年以前＝O)
完全雇用揮発油税収（T/2F）は (14）の XNUこ XNFを代入する。
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物品税 （TI3, 10億円〉は
(15) TI 3=188.5333+0.007791XN-6.878162PC 1 
(6. 10) (16. 18) cー6.38)
R2=0. 9972, D. W.=1.11 
計測期間；昭和30年度～昭和54年度， PC1；消費者物価指数（商品，昭和50
年＝100)
完全雇用物品税収は （TI3F）は (15）の XNにXNFを代入する。
2-4 その他
専売納付金 （TI4, 10億円〉の完全雇用納付額 （TI4F）は
(16) TI 4F=Tl 4・XNF/XN
で，また失業対策費 CSXl, 10億円〉の完全雇用時の支出額（SXlめは
(17) SX 1F=SX1・WUF/11花Y
で推計する。ただし， WUは失業者数， WUFは完全雇用時の失業者数である。
2-5 完全雇用余剰
現実の一般会計余剰 （AK）は，歳入総額（RV1）から公債金収入 （RV2) 
と歳出総額 CSX）を差しヲ！く。
(18) AK=RV 1-RV 2-SX 
完全雇用余剰（AKめは，現実の余剰（AK）に上述の各租税の増加額 （AT)
を加え，地方交付税交付金の増加額 （AZK）を引き，さらに失業対策費の減少
額 （LlSX1）を加えて求める。
(19) AKF=AK + AT-LJZK + LlSX 1 
ただし， LlT=(TYPF-TYP)+ (TYCF-TYC)+ (Tll F-TI 1）十 （TI2Fー
TI 2)+(TI3F-TI 3)+(TI 4F-TI 4) 
LlZK =RZK {(TYPF-TYP) + (TYCF-TYC) +(TI 1 F-Tll)} 
LISX l=SX 1-SXlF 
である。また， RZKは地方交付税率であるO
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なお，前年度剰余金受入額 （ZD）を控除するときには
(18’） AK’＝RV 1-RV 2-ZD-SX 
(19’） AKF'=AK’＋.JT-L1ZK+.JSX 1 
となる。
〔3) 一般政府完全雇用余剰
3-1 直接税
所得税 （TS1, 10億円〉には法人税等も含まれる。
(20) TS 1=-1463.660十O.107135YP+O. 718338RTC • YC 
( "'-3. 60) (14.19) (4. 47) 
R2=0. 9885, D. W.=l. 97 
計測期間：昭和40年度～昭和54年度（以下，同じ〉
完全雇用時の所得税収 （TS1 F）は（20）の YP, YCにそれぞれ YPF,
YCFを代入する。
その他の直接税 （TS2, 10億円〉については
(21) TS 2=183. 6153十0.006737XNー 31.75755T 
(1. 92) (10. 26) （ー 3.46)
R2=0. 9913, D. W.=l. 75 
完全雇用時の税収 （TS2F）は（21）の XNに XNFを代入する。
3-2 間接税
間接税は関税とその他の間接税に分類されている。
関税を除く間接税 （TS3, 10億円〉
(22) TS 3=5045.113十O.126188XN -81. 07394PC 1-289. 6650T 
(8. 65) (22. 15) ( -9. 73) ( -6. 55) 
R2 =O. 9993, D. W.=2. 86 
関税 （TS4, 10億円〉
(23) TS 4= 275. 5991十O.005685XN-9. 50267 PC 1+18. 28763T 
(1. 37) (2. 90) （ー 3.31) (1. 20) 
R2=0.9482, D. W.=2.40 
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(22), (23）の XNに XNFを代入することにより，完全雇用時のそれぞ
れの税収 （TS3F, TS 4F）を求める。
3-3 社会保障負担 （A2,10億円〉
(24) A2=5208. 7472十0.130607XNー 715.8208T, R2=0.9966, D. W.=l.11 
(4.88) (17.82) cー6.98)
完全雇用時の社会保障負担 （A2F）は（24）の XNVこXNFを代入する。
3-4 完全雇用余剰
一般政府の完全雇用余剰ないしは完全雇用時の貯蓄投資差額 （SIGF）は次式
によって求める。
(25) SIGF=:=SIG+(TS1F-TS l)+(TS2F-TS 2)+(TS3F-TS 3)+ 
(TS 4 F-TS 4)+(A2 F-A2) 
ただし， SIGは現実の一般政府貯蓄投資差額である。
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